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事実の概要

　Ｘは、昭和15年生まれの女性である。Ａ会社は、
平成 27年 9月18日に設立された、不動産に関す
るコンサルティング業、不動産の売買、賃貸等及
びそれらの仲介、代理などを目的とする株式会社
で、宅地建物取引業者である。Ｙ（昭和38年生）は、
宅地建物取引士であり、Ａの設立後間もなく、そ
の唯一の専任の宅地建物取引士として登録された。
　Ｘは、平成 28 年 6 月 26 日、Ｄ会社から本件
土地 1を購入したが、同年 9月 21 日、Ａの従業
員の勧誘に従い、本件土地 1をＡに 498 万円で
売却する契約及び本件土地 2をＡから 798 万円
で購入する契約を締結した。そして、ＸとＡとは、
同月 24 日までに、これらの契約に基づく売買代
金のやり取りをし、差引き 300 万円をＸがＡに
支払った。
　しかし、本件土地 2は、平成 28 年度の固定資
産評価額が 4,306 円とされている土地で、本件土
地 2購入契約は、ＸがＡの従業員に欺罔され、価
値があるものと誤信させられて締結されたもので
あった。
　Ｘは、平成 28 年 12 月 3 日、Ａの従業員の勧
誘に従い、本件土地 2をＡに 818 万円で売却す
る契約及び本件土地 3をＡから 938 万円で購入
する契約を締結した。そして、その頃、これら
の契約の売買代金差額として、Ｘは、Ａに対し、
120 万円を支払った。
　しかし、本件土地 3は、平成 28 年度の固定資
産評価額が 4,020 円とされている土地で、本件土
地 3購入契約は、ＸがＡの従業員に欺罔され価
値があるものと誤信させられて締結されたもので
あった。

　Ｘの委任を受けた本訴訟代理人弁護士は、平成
29 年 4月 20 日にＡに到達した内容証明郵便によ
り、本件土地 2の購入契約、本件土地 2の売却
契約及び本件土地 3の購入契約をいずれも詐欺
を理由に取り消す旨の意思表示をし、併せて、Ａ
に損害賠償を求めるなどした。
　これに対し、Ａは、平成 29 年 5 月 8 日の株主
総会で解散を決議したとして、同月 12 日、その
旨の登記がされた。また、同月 22 日付けで、Ａ
から上記Ｘ代理人弁護士に「廃業通知書」と題す
る書面が送付されるとともに、同月 30 日の官報
に、Ａの解散公告が掲載された。
　Ｘは、元々本件訴訟において、Ｙのほか、Ａ及
びその設立時からの代表取締役で、解散に伴い代
表清算人となったＢを被告として、三者が連帯し
て 1,010 万円の損害賠償をするよう求めるととも
に、Ａに対し本件土地 3についてのＸへの所有権
移転登記を抹消するよう求めていた。しかし、Ｂ
の所在が不明であったことから、Ａ及びＢについ
ては弁論が分離され、両者については、公示送達
により手続が進められて、既にＸの請求を認容す
る判決が確定済みである。
　本判決は、次の理由によりＹの責任を認め、
484 万円についてＸの請求を認容した。

判決の要旨

　Ｙは、専門学校を卒業後、複数の職種を経て、
平成 11 年 4 月頃以降、不動産会社で営業等に従
事していた。平成 15 年 1 月頃には、宅地建物取
引主任者の資格を取得し、不動産に係る契約書の
作成等に従事したが、平成 18 年頃、不動産会社
を退職した。現在、夫と共に、自宅で飲食店を経
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営している。Ｙは、友人Ｃとほぼ同年代であり、
その付き合いは 20 年以上に及び、何かと信頼し
ていた。
　平成 27 年 10 月頃、ＹはＣから、大きな土地
取引のために新しく会社を設立したいと考えてい
るが、宅地建物取引士が見つからなくて困ってい
る、1件の契約に関与するだけでいいので協力し
てほしい旨を依頼された。
　Ｙは、特に不審な点はないものと思い、自宅で
飲食店を経営していることから、上記会社のため
に専任の宅地建物取引士となることはできないこ
とを認識しながら、Ｃの依頼に応ずることとし、
身分証明書及びいわゆる登記されていないことの
証明書を用意し、平成 27 年 10 月 24 日、Ｃの指
示を受けてＹ宅を訪れたＢにこれらの書類を交付
した。この際、Ｙは、Ｂが新会社の社長になるこ
とを知った。
　平成 29 年 4 月 12 日頃、Ｙに対し、Ａの原野
商法により被害を受けたとする者から損害賠償を
求める旨の内容証明郵便が届いた。Ｙは、直ちに
Ｃに連絡したところ、Ｃ及びＢがＹの自宅を訪れ、
謝罪し、Ｙに無断で契約書、重要事項説明書等に
Ｙ名義の記名押印をしたことを認めた。
　結局、Ａによる原野商法について、Ｙに対して
は、Ｘからのものを含めて 5件の損害賠償請求
訴訟が提起され、その請求総額は、4,000 万円を
超える。
　以上の事実関係によれば、Ｙは、Ａが宅地建物
取引業の免許を得るため、本来は専任の宅地建物
取引士とはなり得ないことを認識しつつ、自己を
専任の宅地建物取引士として本件免許申請を行う
ことを承諾し、必要書類をＢに交付したもので、
本件免許は、Ｙの協力があって初めて取得が可能
であったと認められる。
　そして、Ａは、本件土地 1から 3 までを含む
複数の土地の売買を行ったものと認められるが、
このような土地売買は宅地建物取引業に当たるも
のであり、本件免許があることにより可能であっ
たと認めることができる。
　このような経緯を考慮すれば、Ｙは、自らがＡ
の唯一の専任の宅地建物取引士として登録されて
いることを知りながら、その営業内容ないし事業
活動について確認することなく、通常であれば、
推移の報告をするはずのＣがその報告をしないの
みならず、これを回避するような態度を示してい

たことにも不審の念を抱かず、漫然と毎月 5万
円の送金を受領しつつ、事態を放置していたもの
というべきである。
　Ｙは、遅くともＢからの送金が始まって 3箇
月程度が経過した平成 28 年 7 月頃までには、Ｃ
の従前の説明に疑念を抱き、東京都宅建協会の面
接時に訪れた事務所を再訪するなどしてＡの営業
実態を自ら確認したり、場合によってはＣないし
ＢにＡにおける自己の宅地建物取引士としての登
録の取消しを求めたりするなどの対応をすべきで
あり、かつ、そのような対応が可能であったと認
めるのが相当である。そして、Ｙが上記対応をし
ていれば、同年 9月以降に行われたＸとＡとの
本件土地 1売却契約その他の土地売買契約が締
結されることはなく、ＸがＡの従業員による原野
商法の被害に遭うことはなかったと認められる。
　以上によれば、Ｙは、Ｘが本件土地 1を失い、
本件土地 2及び 3 の売買契約をすることにより
合計 420 万円の出捐をしたことに対し、過失に
よる不法行為責任を免れないと認められる。

判例の解説

　一　平成 26年改正前の判決
　ほとんど価値のない土地を「値上がりする」な
どと偽って不当な高値で販売する悪質商法を原野
商法という。1970 年代から 1980 年代が最盛期
だったが、近年、原野商法の被害者を狙った二次
被害（さらに、二次被害者を狙った三次被害等）の
事案が多数発生している１）。不動産取引には、取
引の主体となった法人や役員のほか、法人の従業
員や宅地建物取引士も関与するため、原野商法に
つき宅地建物取引士の損害賠償責任が問われた事
件もある。
　宅地建物取引士は、平成 26 年 6 月に成立した
改正宅地建物取引業法により、それまでの宅地建
物取引主任者から改称されたもので、この改正に
よって宅地建物取引士の義務に関し種々の規定が
追加された。
　平成 26 年の法改正前の判決で、原野商法の事
案につき宅地建物取引主任者の責任を認めたもの
としては、①Ａ社が不動産取引の経験がない公務
員Ｘに対し、Ａ社が斡旋している土地は、5年後
には 5倍以上の価格になるなどと述べて執拗に
土地の購入を勧め、Ｙが宅地建物取引主任者とし
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てＡ社に在籍し、重要事項説明書を作成し、売買
契約書に記名押印する形で取引に関与していたと
いう事案につき、ＹはＡ社が会社ぐるみで行って
いた原野商法を容認し、当該土地の価値が極めて
低く、価格の高騰も見込めないことを認識した上
で、各取引において重要な役割を果たしたとし、
Ｙの不法行為責任を認めた上、たとえＹの行為と
Ｘの損害との間に厳密な意味での個別的因果関係
が認められないとしても、Ｙは主観的共同による
共同不法行為者として、Ａ社の営業部長らと連帯
して損害賠償責任を負うと判示した（なお、Ｙは
営業部長らの行った不法行為の幇助者に当たるとも
判示している）ものがある２）。
　また、②原野商法により被害に遭ったＸらが売
主Ｂ又はＣに土地を仲介又は転売した不動産会社
Ａの代表取締役（宅地建物取引主任者の資格を有す
宅建業者）であるＹ個人に対し幇助責任があると
して損害賠償を求めたという事案につき、昭和
54 年以降、原野商法による被害が社会問題となっ
ており、業者の逮捕、行政処分が新聞報道されて
いたこと、Ｙが青森県の原野を短期的に値上がり
を期待できないことを知りながら、ＢやＣに多数
回売却、仲介し、ＢやＣがこれを細分化し、現地
を特定できない、細分化した土地を都会の住民ら
に相場よりもかなり高値で販売しているのを知っ
ていたことから、勧誘方法についても予見可能で
あったと認定し、過失によってＢ又はＣの不法行
為を幇助したとしてＹの損害賠償責任（民法 719
条 2項）を認めたものがある３）。
　これらの法改正前の判決は、重要事項説明書を
作成するなど、原野商法への宅地建物取引主任者
の関与が明らかなものである。

　二　平成 26年改正後の判決
　本判決は、Ｙは、Ａが宅地建物取引業の免許を
得るため、本来は専任の宅地建物取引士とはなり
得ないことを認識しつつ、自己を専任の宅地建物
取引士として本件免許申請を行うことを承諾し、
必要書類をＢに交付したもので、本件免許は、Ｙ
の協力があって初めて取得が可能であったとした
上、Ｙは、自らがＡの唯一の専任の宅地建物取引
士として登録されていることを知りながら、その
営業内容ないし事業活動について確認することな
く、漫然と毎月 5万円の送金を受領しつつ、事
態を放置していたとして、Ａによる原野商法被害

につきＹの損賠賠償責任を認めた。
　同様に宅地建物取引士の責任を認めた判決とし
て、③原野商法の被害に遭い、原野を所有してい
る被害者Ｘに対して、Ａ会社が原野を買い取ると
言ってＸ宅に訪問を繰り返し、購入代金の決済の
ためには別の土地を一時的に購入してもらう必要
があるとして差額を支払わせるという方法で、Ｘ
に総額 1,880 万円を支払わされたという事案につ
き、宅地建物取引士Ｙが、Ａ会社に対して名義の
使用を承諾し、その結果、売買契約書に宅地建物
取引主任者として同人の記名及び印影が表示さ
れ、重要事項説明書の「説明をする宅地建物取引
主任者」欄に同人の記名及び印影が表示されたこ
とによって、同人が上記会社の詐欺行為を補助し
容易ならしめたと認められるときには、上記承諾
行為は、詐欺行為の幇助に当たるとして、民法
719 条 2項による責任を認めたものがある４）。
　他方、④Ｘが、Ａ会社の従業員から、Ｘ所有の
土地を売却するには別の土地の購入が必要だ、な
どと虚偽の勧誘文言を告げられ、本来の価値に比
べて高額な代金で土地を購入させられたことにつ
き、Ａの専任の宅地建物取引士であったＹが、他
の従業員らと共同して上記不法行為を実行し、又
は職務上課せられた説明義務等を怠ったと主張し
て、Ｙに対し、不法行為に基づき、Ａに支払った
土地代金相当額等の支払を請求したという事案に
つき、Ａの専任の宅地建物取引士であるＹは、Ａ
が宅地建物取引士の関与なくして各売買契約を締
結したり、Ｙの名義を無断で使用して同契約を締
結することのないよう、Ａの業務執行を監視すべ
き職務上の義務を負うものとは認められず、Ｙに
は、Ａないしその従業員による不法行為につき、
これを共同して実行し、又は幇助したとの不法行
為は、いずれも認めることができないとして、Ｘ
の請求を棄却したものがある５）。

　三　平成 26年改正と宅地建物取引士の責任
　改正宅地建物取引業法により、宅地建物取引士
について、①業務処理の原則（15 条）、②信用失
墜行為の禁止（15 条の 2）、③知識及び能力の維
持向上（15 条の 3）などが設けられた。①は、宅
地建物取引士が行う業務に係る一般的な責務規定
として、購入者等の利益の保護はもとより、円滑
な宅地・建物の流通に資するよう、公正かつ誠実
に業務を執行するとともに、宅地建物取引業に関
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連する業務に従事する者との連携に努めなければ
ならないことを規定する。②は、宅地建物取引士
は、宅地・建物の取引の専門家として、その業務
が取引の相手方だけでなく社会からも信頼されて
いることから、取引士の信用又は品位を害するよ
うな行為をしてはならないことを規定する。③は、
宅地建物取引士は、宅地・建物の取引の専門家と
して、常に最新の法令等を的確に把握し、これに
合わせて必要な実務能力を磨くなど、宅地・建物
の取引に係る事務に必要な知識及び能力の維持向
上に努めなければならないことを規定する６）。
　上記判決の要旨では省略したが、本判決は、宅
地建物取引士の責任を肯定するに際し、宅地建物
取引業を行うための免許の申請にあたっては、事
務所ごとに置かれる専任の宅地建物取引士の氏名
を記載しその者が所定の要件を備えていることを
証する書面を添付しなければならない（同法 4条、
31 条の 3）ことを踏まえて宅地建物取引士の責任
を判断している。③判決は、より詳細に、（ⅰ）
宅建業法 15 条が、宅地建物取引士は、宅地建物
取引業の業務に従事するときは、宅地又は建物の
取引の専門家として、購入者等の利益の保護及び
円滑な宅地又は建物の流通に資するよう、公正か
つ誠実にこの法律に定める事務を行わなければな
らないと規定していること、（ⅱ）同法 15 条の
2が、宅地建物取引士は、宅地建物取引士の信用
又は品位を害するような行為をしてはならないと
規定していること、（ⅲ）同法 35 条が、宅地建
物取引士は、宅地又は建物の売買等の契約が成立
するまでの間に、宅地建物取引業者の相手方等に
対し、重要事項説明書を交付して説明すると規定
していること、（ⅳ）同法 68 条及び同条の 2が、
宅地建物取引士が他人に自己の名義の使用を許し
て当該他人がその名義を使用して宅地建物取引士
である旨の表示をしたときは、都道府県知事は、
当該宅地建物取引士に対し、必要な指示をするこ
とができ、情状が特に重いときは、当該登録を消
除しなければならないことを規定していることを
指摘し、これらの規定の趣旨は、「宅地又は建物
の取引の専門家の宅地建物取引士が、宅地又は建
物の売買等の契約が成立するまでの間に、宅地建
物取引業者の相手方等に対し、重要事項説明書を
交付して説明すること等によって、購入者等の利
益を保護することである」とした。そして、これ
らの規定及びその趣旨からすると、Ｙ（宅地建物

取引士）は、Ａ（原野商法業者）に対し名義の使用
を承諾したことによって、私法上、ＡがＹの名義
を悪用してＡの顧客に対し適法な取引行為を装っ
て詐欺行為をするなどして損害を被らせることを
予見する義務があり、かつ、予見することができ
たというべきであり、さらに、Ｙは、私法上、Ａ
に対し名義の使用を承諾することによって、Ａの
顧客に対し損害を被らせる行為をしてはならない
法的義務を負っていたというべきであるとして、
Ｙの責任（民法 719 条 2項）を肯定している。
　民法 719 条 2 項は過失による幇助の場合にも
適用されており７）、最近では不動産取引の場合に
限らずいわゆる取引的不法行為の場面で活用され
ることが多くなっている８）。
　本判決及び③判決は、宅地建物取引業法の平成
26 年改正の趣旨を適切に踏まえ、名義使用の許
諾事例についても宅地建物取引士の責任を肯定し
た判決として評価できる。これに対して、④判決
の判断は、専任の宅地建物取引士を置くことを義
務づけて取引の公正を確保しようとする宅地建物
取引業法の趣旨に反するものであり、疑問である。

●――注
１）従来の裁判例を検討した論稿として、鳥谷部茂「不動
産問題と消費者法――特に原野商法をめぐる問題点」現
代消費者法 44 号（2019 年）6頁以下。

２）東京地判平 2・9・25 判時 1390 号 85 頁。
３）大阪高判平 7・5・30 判タ 889 号 253 頁。
４）秋田地大曲支判平 29・9・22 消費者法ニュース 115 号
269 頁。

５）東京地判平 29・12・4LEX/DB25551301。
６）清瀬和彦「宅地建物取引業法の改正について」
RETIO97 号（2015 年）7頁以下。

７）東京高判昭 48・4・26 判タ 306 号 202 頁など。
８）加害者から儲け話があると持ちかけられて提出した写
しが携帯電話のレンタルに利用された場合につき、過失
による幇助とした事例（東京地判平 22・12・22 消費者
法ニュース 87 号 203 頁）、十分に本人確認せず貸し出し
たレンタル携帯会社の過失による幇助を認めた事例（東
京地判平 24・1・25 消費者法ニュース 92 号 290 頁）、
詐欺商法業者に利用された銀行口座の開設の手伝いの内
職をしていた者につき、詐欺について過失による幇助が
あったとした事例（東京地判平 28・3・23 判時 2318 号
40 頁）など。なお、原野商法業者に土地を提供した者
につき、詐欺行為を過失により幇助したとして不法行為
責任を認めたもの（大阪地判平 6・4・22 判時 1519 号
103 頁）がある。

早稲田大学教授　後藤巻則


